
緑地の保全制度の見直しについて（環境審議会中間答申の報告）

１ 見直しの背景 ―――――――――――――――――――――――――――

気候変動対策

生物多様性の確保

Well-being
の向上

都市の
レジリエンス向上

歴史や文化の形成、
美しい景観の創出、
環境教育・生涯学習
の場としての活用

都市における
生産機能、循環型

社会への寄与

ESG投資の拡大、
気候関連・自然関連
情報開示への対応

○ 緑地の保全及び緑化の推進の意義

※出典：都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する基本的な方針（国土交通省）

世界
R4.12 昆明・モントリオール生物多様性枠組

２０３０年ミッション 自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め
反転させるための緊急の行動をとる

環境省
R5.3 生物多様性国家戦略2023-2030

2030年目標 ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現

国土
交通省

R6.12 都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する基本的な方針
全体目標 将来的な都市のあるべき姿「人と自然が共生し、環境への

 負荷が小さく、 Well-beingが実感できる緑豊かな都市」

○ 緑地に係る近年の国内外の動き

緑地の機能を
活かした施策の
必要性の高まり

制度概要：都市における良好な自然的景観の維持を目的と
した制度

開始時期：昭和5年

指定状況：7地区・1,598ha

○ 熊本市の緑地保全に係る代表的な制度

風致
地区制度

制度概要：市街地周辺に残された貴重な緑地や自然環境を
             保全し、後世に引き継ぐことを目的とした制度

開始時期：平成元年

指定状況：１３地区・１３ha

都市化や高齢化等の
進行による制度疲労

環境保護
地区制度

３ 見直しにあたっての基本的考え方  ――――――――――――――――――

１ 特別緑地保全地区制度の導入

２ 環境保護地区制度の見直し

３ 優先指定候補地の抽出

〇 現状凍結的に緑地を保全することで、適正に緑地を保全

〇 国の支援等を活用し保全緑地の適正管理や活用を推進

〇 特別緑地保全地区制度を補完し、一体となって効果的に緑地を保全

〇 緩やかな規制の中で緑地を保全する制度として見直し

〇 緑地の特性や機能を定量的に評価し優先的に指定する候補地を抽出
評価項目 ①歴史文化 ②風致景観 ③生物多様性 ④防災減災

  ⑤気候変動対策 ⑥Well-being向上 ⑦開発リスク ⑧行政計画

〇 各優先指定候補地について地権者と合意形成を図り随時指定

参考 ――――――――――――――――――――――――――――――――

※ 緑被率 ： 緑の総量を把握する指標で、対象区域（市域）の面積に占める「緑被地（一定の緑に覆われている土地）」の面積の割合
自然林、人工林、竹林、果樹園、草地、水田、畑、裸地、水域の９種類に分類。ここでは、以下の式で算出した緑被率を明記
緑被率＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋草地）÷対象区域（市域）

○ 熊本市の都市の骨格を構成する緑地

２ 熊本市の緑地の現状と課題  ―――――――――――――――――――――

①金峰山、立田山、雁回山等の山々の緑地

②江津湖、白川・緑川等の水辺周辺の緑地

③北部地域の台地などの斜面部の緑地

④市街地に点在する緑地
（街路樹・都市公園・社寺林等）

既存の法制度
による緑地の保全

○ 課題（取組の方向性）

新たな制度による
緑地の保全の推進

持続可能な
「森の都」の実現

問題点
・竹林化、草地化の進行
・市街化区域及びその周辺
の樹林地の消失、孤立 等

○ 現状

緑被率※の推移

 H24 32.1%

 H30 32.8%（+0.7％）

 R6 35.3%（+2.5％）

制度名 根拠法令 指定状況 指定要件 解除規定 行為制限 管理者 買入 支援

特別緑地
保全地区

都市緑地法 指定なし 歴史文化、風致景観、生物
多様性、防災減災の観点か
ら保全すべき都市計画区
域内の緑地

都市計画変
更が必要

・建築行為等に対し事
前に市長の許可が必要
・法運用指針にて許可
条件を限定列挙

・原則土地所有
者
・管理協定締結
時は市又はみど
り法人にて管理

行為不許可で
要請があった
場合、市又は
みどり法人で
買入

固定資産税、
相続税等の税
制優遇措置あ
り

環境保護
地区

熊本市緑地
の保全及び
緑化の推進
に関する条
例

１３地区,
１３ha

歴史文化、水辺景観、美観
風致、生物多様性の観点か
ら保全すべき地域

相続や売買
から5年以上
経過等で解
除可能

・建築行為等に対し事
前に届出が必要

・土地所有者 環境審議会で
審議し必要に
応じ買入

・指定交付金
・協定協力金

風致地区 都市計画法 7地区,
1,598ha

良好な自然的景観を形成
しており、都市環境の保全
を図るため風致の維持が
必要な都市計画区域内の
区域

都市計画変
更が必要

・建築行為等に対し事
前に市長の許可が必要
・建ぺい率、色彩、敷地
内緑被等の条件あり

・土地所有者 なし なし

○ 現在の緑地保全制度の比較表

資料3-３

４ 今後のスケジュール（案） ―――――――――――――――――――――

〇 現地調査や地権者ヒアリング等を実施し、課題の抽出、支援策の検討等を実施

○ 支援策等の内容を盛り込んだ最終答申の後、条例改正や指定手続き等を実施

2025年 2026年

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

環境審議会

自然環境部会

市手続き

中間答申 最終答申

審議

条例改正（パブコメ等含）現地調査
地権者ヒアリング 指定に向けた手続き

← 龍田芭蕉鶴環境保護地区
（活用事例）

新南部２丁目環境保護地区
（竹林が繁茂し管理が困難な事例） →
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